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1) 日本テレワーク協会 (2007a) 2 頁は.テレワークを「情報通信技術 OT) を利用した場所と











































一方，非雇用刑のテレワークは.主に次の 2 つに分類でき 2。一つは.個人
事業者や個人に近い小規模な事業者が自宅や小規模なオフィスで仕事を行う.
自営型といわれる働き方である。自営型のテレワークは. SOHO (Small Office 




3) LI 本テレワーク協会 (2ω7a) 14頁を参照。
4 ) 杓:1崎 (2<X>7) 20nを参照した。
5) 最近では非!似川 I~~のテレワークをきして. SOHO を使うことがある。しかし SOIlO という 11子
びÎ]・は「独立した小企業を志向する SOHO (情報系のマイクロビジネス)と iJtlliJ されるおそれ
が強b 寸(佐藤 (2(則的 121 良[)。自宅で働く SOHO の中には. r経也・がある純度軌道に乗りさえ
すれば.都心にオフィスをかまえる傾向が強".J (佐藤 (2∞8) 7 頁)ことが指摘されている。
したがって. {E~むワークと SOHO li区別して検討する必要がある。
6) LI 本テレワーク協会 (2ω7a) 13頁。
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上記のいずれの働き方にも自宅を利用することがあるが.とくに内臓刷業型
のテレワークが「在宅ワーク J または在宅就業と呼ばれている n


















7 ) Barnard (1 938) は， r個人的動機は必然的に内的.人格的.主観的なものJ であり.組織日
的は「外的. JI' 人格的.客観的なものj であるため 個人動機と組織口的が[Ii)ーであることはほ
とんどな b 、ことを指摘してし h る (pp.88-89.邦訳92-93頁)。
8) Sproull and Kiesler(l 992)p.103. 邦訳184頁。
9) Sproull and Kiesler(l 992)p.l 18. 邦訳194-195頁。










ている企業の [1 的として最も多いのが. r仕事と育児・介護など家庭生活を両
立させる社員への対応J であることを明らかにしている。
また最近では. NEC パナソニックなど，在宅勤務を導入している企業が
11 本紙済新聞の I 働きやすい会社20出」の上位に入っているo 在宅勤務が，仕
事と生活の調和を実現する手段になるという認識は広まりつつある口
しかしながら. 2005年時点における国土交通省 (2006) の調査によれば. 1 
本では週 8 時間以上在宅勤務をする雇用者は8.2% にすぎない。つまり.日本
では在宅勤務はそれほど普及していないといえる。
企業が在宅勤務を認めていない理由は，表 2 にみられるように. r適した職
種がなしづことが最も多い。また. r労働時間の管理が難しいJ. r在宅勤務者
の評価がしにくいJ. r コミュニケーション不足になる j という.管理上の問題
が上位にあがっている。これらの理由が生じる原因について.次に考察する。


















































12) 日本テレワーク協会 (2∞5) の調査によれば. rつレっし・長時間働いてしまう J 勤務者が多"'.
(50-51頁)。労働時間の管理は.企業聞が在宅勤務者を管理するということだけでなく.在宅勤
務者が仕事と家庭生活の両立を実現するためにも重要な問題である。
13) 佐藤 (2008) 57頁。
14) 佐藤 (2'ω8) は.企業が在宅勤務の導入をためらう要閃を「職務範聞の不明怖さ J. r仕事に対


























































で仕事を行う在宅勤務は. e-Work@Home と呼ばれている。 e-Work@Home 制度
は. 2007年 4 月に導入された。これ以前にも育児・介護に限定した制度として
在宅勤務が運用されてきた。それに対してかWork@Home は.対象を「本体と
携帯電話機製造などの全額出資子会社23社の従業員計 7 万 6 千人のうち.工場
の現場作業者や保安担当者.秘書などを除くほぼすべてのホワイトカラ巴」へ





主なものを 5 つあげる H
第 l に，在宅勤務の実施できる日数に上限を設け.上司や同僚などと直接顔
を合わせる機会をつくることである。パナソニックでは希望者に「平均で週に
1 EI か 2 日程度の在宅勤務J を認めてい20 また.育児や介護中の社員を対象
に.一時的に在宅勤務を認める企業も多い。
第 2 に.在宅勤務での対象者および業務を. r自立的に業務遂行できる間接
業務従事者J とし.対象業務は「在宅で効率的かつ安全に業務遂行可能J なも
のに絞っていることで、ぁ2)c
16) パナソニックは.日本経済新聞社が実施した2009年度の「働きやすい会社j のランキングで 1
位となった( r日本経済新聞J 2(削年 9 月 7 日付) 0 rIT (情報技術)を活用した在宅勤務制度を
充実させ.生産性の向上とともに仕事と生活の両立を図ってし‘ること J 等が評価された。
17) r日本経済新聞J 2∞7年 3 月 28日付。
18) r日本経済新聞j 宜的7年 3 月 28日付。





でも.通常の勤務時と同じように， r 1 年単位での成果・目標管理を基本とす
る J としていを。成果を重視する評価制度が整っていない企業では.評価づく
りだけでなく.事前に評価方法について話し合うなどの工夫が必要である o















20) r 日本経済新聞j 2∞7年 3 月 28日付。
































25) 日本テレワーク協会 (2∞7b) 13頁。
26) 日本テレワーク協会 (2∞7c) 30頁。却07年 1 月には大坪社長により発表された「中期経営計
画」の中で. e-Work の加速に取り組むことが述べられている。
テレワークの現状と課題(安達) 61 





















27) 日本テレワーク協会 (2007b) 11頁。
28) 佐雌 (2∞8) 122-123頁。
29) 佐藤 (2∞8) は.在宅ワーク型のテレワークを「個人で仕事を請け負う形態J とし. r企業と
しての法人格をもってし‘ることが条件J となる SOHO 型のテレワークと区別している (6 頁)。
30) 厚生労働省 (2∞2) はしがき。














o 10 却~ 40 50 60(%) 
1 \所:厚生労働省 (2∞2) W情報通信機器の活用による在宅就業実態調査結果一平成13年度家内












33) 最近の調査である佐藤 (2008) でも在宅ワーカーの不満は， r仕事の単価が安いJ (71% ), r収
入が不安定J (69%) , r仕事が少な L 、 J (44%) の舶に多く， r仕事の単価が安く.しかも発注さ
れる仕事の量が充分ではなし寸ことであると指摘してし、る(133頁)。
テレワークの現状と課題(安達) 63 




















も調査が行われた(厚生労働省 (2∞'2) 1 頁)。
35) 佐藤 (2∞8) の調査では. 86%が女性の在宅ワーカーであった(125頁)。また，在宅ワークを





36) 佐藤 (2∞8) 154-157頁。
37) 厚生労働省 (2002) の図 3-2-3 を参照した (9 頁)。本稿でしミう入力業務(または入力作業)
とは. r文章入 }JJ および「データ入力J をきしている。
38) 佐藤 (2∞8) でも.女性53.8%. 男性37%が.時間当たりの報酬の安レデータ入力(校正含)

































由として， r繁忙期への対応J ， r人件費コストの削減J が他の理11J と比べて多
れ。このような発注側企業の位置づけから.在宅ワーヵーの仕事の確保や.単
39) 厚生労働行位∞2) の凶 3-1-2 を参照 (39頁)。























41) r 日本経済新聞j 衣服年 6 月 l 日付。
42) 厚生労働省 (2∞2) 21頁。





















44) ただし在宅ワーカー IliJ士のゆるやかな連携では. rある種のもろさをもつことは避け離しるJ (佐
藤 (2∞8) 161頁)ι とが指摘されてしι 。






安定J. r仕事が少なし‘ J C 続レてしーる 025.133頁)。したがって，在宅ワーカーの支援団体の機
能を向上させてレくことも必要である。
























48) 佐藤 (2∞8) 149頁。
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